
平成２１年中の東京消防庁管内の災害動向等 

《火災》 

 １ 火災件数は 5,601件で、前年に比べ 162件(2.8%)減少 

 ２ 火災による死者は 129人で、前年に比べ 1人(0.8%)増加 

 ３ 焼損床面積は 30,679㎡で、前年に比べ 4,191㎡(12.0%)減少 

 ４ 出火原因は、「放火(疑いを含む)」、「たばこ」、「ガステーブル等」の順(26年間変わらず) 

 

《救助》 

 １ 救助件数は 22,096件で、前年に比べ 43件(0.2%)減少 

 ２ 救助人員は 19,880人で、前年に比べ 120人(0.6%)増加 

  

《危険排除等》 

 危険排除等件数は 6,148件で、前年に比べ 241件(3.8%)減少 

 

《救護活動》 

 救護活動件数は 144,259件で、前年に比べ 6,289件(4.6%)増加 

 

《消防団》 

 １ 特別区内消防団の活動件数は 50,563件で、前年度に比べ 4,793件(10.5%)増加 

２ 活動人員は 395,612人で、前年度に比べ 9,899人(2.6%)の増加 

 

《救急》 

 １ 救急出動件数は 655,631件で、前年に比べ 2,371件(0.4%)増加 

 ２ 救急搬送人員は 581,358人で、前年に比べ 1,724人(0.3%)減少 

 

《予防業務》 

 １ 消防同意事務処理件数は 43,051件で、2,460件（5.4%）減少 

 ２ 立入検査実施件数は 59,758件で、前年度に比べ 29,323件(32.9%)減少 

 

《警戒》 

 消防特別警戒の実施回数は 2,370件で、前年に比べ 283件(13.6%)増加 

 

《防火管理・広報業務》 

 １ 防火防災管理講習修了者数は 52,240人で、前年に比べ 9,813人(23.1%)増加 

 ２ 防災センター要員講習受講者数は 11,971人で、前年度に比べ 3,496人(41.3%)増加 

 ３ 防火防災教育訓練の訓練対象別参加者数は 1,296,451人で、前年度に比べ 73,552人(6.0%)増加 

 

  

《平成 2１年の災害状況》 
 

 
火 災 件 数 5,601 件 (15 .35 件 ) → 危険排除等件数 6,148 件 (   16.84 件) →

火災による死者 129 人 (  0 .35 人 ) → 救 護 活 動 件 数 144,259 件 (   395.23 件) →

焼 損 床 面 積 30,679 ㎡ ( 8 4 . 0 5 ㎡ ) ↘ 救 急 出 動 件 数 655,631 件 (1,796.25 件) →

救助出動件数 22,096 件 (60 .54 件 ) → 救 急 搬 送 人 員 581,358 人 (1,592.76 人) →

救 助 人 員 19,880 人 (54 .47 人 ) →     

 
  ※( )内は１日あたりの状況を示しています。また、前年に比べ５%以上増加したものは↗、減少したものは↘、

±５%以内のものは→を付記しています。 

災
害
動
向
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平 成 2 1 年前 年 比

火 災 件 数 5,601件 ▲162件

建 物 3,493件 ▲238件

林 野 0件 ▲6件

車 両 455件 15件

船 舶 5件 2件

航空機 - -

その他 1,645件 63件

治外法権 3件 2件

管外からの
延 焼 火 災

- -

火災による死者 129人 1人

火災による負傷者 1,025人 ▲162人

焼損床面積 30,679㎡ ▲4,191㎡

焼損棟数 4,187棟 ▲247棟

り災世帯数 3,154世帯 ▲283世帯

損害額（円） 6,419,440,003円 ▲2,932,926,959円

１ 火災の現況と最近の動向

（１）火災の状況
平成21年中の東京消防庁管内（東久留米市、

稲城市及び島しょを除いた東京都全域）の火災
状況は、表１のとおりです。

火災件数は、平成16年から5年連続減少し、前
年と比べて162件減少していますが、火災による
死者は1人増加し129人となっています。

また、過去10年間の火災件数、焼損床面積、
火災による死者の状況は図１のとおりです。
〔関連：第18,19表〕

これらの火災に出場した消防職員、消防団員
及び消防車両等の延べ数は、表２のとおりです。

〔関連：第38,46,47,50表〕

表１ 火災の状況

注. ▲はマイナスを示します。

表２ 主な消防車両等、消防職員及び消防団員の火災出場状況

図１ 火災件数、焼損床面積、火災による死者の推移

（人）

（件） （㎡）

区 分出場延べ数区 分出 場 延 べ 数

ポ ン プ 車 30,590台は し ご 車 3,708台

化 学 車 2,371台ヘリコプター 128機

救 助 車 2,991台消 防 艇 39艇

指 揮 隊 車 6,066台消 防 職 員 178,581人

救 急 車 801台消 防 団 員 11,867人
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（２）火災による死者及び負傷者の状況
平成21年中の火災による死者及び負傷者

の状況は、表３、表４のとおりです。
また、火災による死者(自損行為を除く)

と高齢者（65歳以上）の死者の推移を示し
たものが図２となります。

火災による死者は、前年と比較して1人増
加しています。また、火災による負傷者は、
前年と比較して162人減少しています。
〔関連：第32表〕

注 ( )内は、前年との比較（増減）を表しています。

表３ 火災による死傷者数

表４ 負傷者の受傷程度別内訳

図２ 火災による死者と高齢者の死者の推移（自損行為を除く）

死 者負 傷 者

自 損 行 為 を 除 く 98人(▲3) 1,005人(▲161)

自 損 行 為 31人( 4) 20人(▲1)

合 計 129人( 1) 1,025人(▲162)

平 成 2 1 年前 年 比

負 傷 者 1,025人 ▲162人

内 訳

重 篤 30人 4人

重 症 108人 ▲4人

中 等 症 239人 ▲8人

軽 症 648人 ▲154人
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（３）出火原因の状況
主な出火原因を表５及び図３からみると、

最も多いのが、「放火（疑いを含む）」と
なっています。
前年に比べ26件増加しており、昭和52年以

降33年間連続で出火原因の第１位となってい
ます。
また、全火災に占める割合は、32.8%となっ
ています。〔関連：第33表〕
放火以外の出火原因は、「たばこ」、「ガ

ステーブル等」、「火遊び」、「大型ガスこ
んろ」の順となっています。「たばこ」が出
火原因となった火災は、前年と比べ52件、一
昨年と比べ165件の減少となっています。

表５ 主な出火原因の状況

図３ 平成21年中の出火原因の状況

出 火 原 因 平 成 2 1 年前 年 比
放火（疑いを含む） 1,835件 26件
た ば こ 769件 ▲52件
ガ ス テ ー ブ ル 等 544件 ▲39件
火 遊 び 153件 ▲15件
大 型 ガ ス こ ん ろ 109件 12件
電 気 ス ト ー ブ 105件 ▲8件
ラ イ タ ー 74件 6件
溶 接 器 68件 ▲2件
ロ ウ ソ ク 62件 ▲9件

放火（疑いを含む）

1,835件
32.8%

たばこ

769件
13.7%

ガステーブル等

544件
9.7%火遊び

153件
2.7%

大型ガスこんろ

109件
1.9%

電気ストーブ

105件
1.9%

ライター

74件
1.3%

溶接器

68件
1.2%

ロウソク

62件
1.1%

その他

1,882件
33.6%

火災件数

5,601件

表６ 過去10年間の主な出火原因の状況

平成12年 平成13年 平成14年 平成15年 平成16年 平成17年 平成18年 平成19年 平成20年 平成21年

1位 放火（疑いを含む） 放火（疑いを含む） 放火（疑いを含む） 放火（疑いを含む） 放火（疑いを含む） 放火（疑いを含む） 放火（疑いを含む） 放火（疑いを含む） 放火（疑いを含む） 放火（疑いを含む）

2位 たばこ たばこ たばこ たばこ たばこ たばこ たばこ たばこ たばこ たばこ

3位 ガスこんろ ガスこんろ ガスこんろ ガスこんろ ガスこんろ ガスこんろ ガステーブル等 ガステーブル等 ガステーブル等 ガステーブル等

4位 火遊び 火遊び 火遊び 火遊び 火遊び 火遊び 火遊び 火遊び 火遊び 火遊び

5位 たき火 たき火 たき火 たき火 たき火 電気ストーブ たき火 大型ガスこんろ　 電気ストーブ 大型ガスこんろ

東京消防庁統計書



7

２ 救助活動状況

過去10年間の救助件数及び救助人員の状況は、図４のとおりです。平成21年中の救助件数
及び救助人員は、前年と比べてほぼ横ばいです。〔関連：第40,41表〕

図４ 救助件数及び救助人員

平成21年中の救助件数を事故種別ごとにみると、図５のとおり「建物・工作物」、「交
通」の順となっており、この２区分で救助件数の約９割を占めています。また、救助人員の
状況についてみると、図６のとおり同様に「建物・工作物」、「交通」の順となっており、
この２区分で救助人員の約９割を占めています。

況状の員人助救６図況状の数件助救５図
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３ 危険排除等の状況

危険排除等とは、危険物や毒劇物等の化学物質などが漏えい・流出した場合等に、応急的措置
(油処理剤等）を行い、火災の発生防止や人的被害の軽減を図ることや、自然現象による人的危険
を排除するなどの消防活動をいいます。
主な分類として危険排除、応急措置、警戒等に分けられます。平成21年の危険排除等活動につい

て図示すると図７となります。全出場件数の約６割を占める危険排除を種別でみると、交通事故
によりガソリン等が流出した「危険物」、「ガス」、「火気取扱」、「毒物劇物」、「異臭等」、
「電気」の順となっています。
また、これらの危険排除等を含む様々な消防活動には表７のように、消防車両等、ヘリコプター、

消防艇が出場しています。〔関連：第42表〕

図７ 危険排除等の状況

表７ 車両別出場状況

４ 救護活動の状況

救護活動は、必要に応じてポンプ小隊等
が救急現場に出場し、救急小隊と連携して
傷病者の救出、救護処置を迅速かつ確実に
行う活動のことです。

平成21年中は、救急出場の約4.5回に１回
の割合で出場したことになります。

救護活動の区分を見ると「救命」、「搬
送困難」、「傷害事件等」の順となります。
〔関連：第45表〕

図８ 救護活動の状況

ポンプ車 化学車 指揮隊車 ヘリコプター 消防艇 その他の車両 出場人員

7,447台 1,008台 4,082台 4機 24艇 3,434台 70,687人

救命

113,570件

78.7%

搬送困難

20,044件

13.9%

傷害事件等

3,119件

2.2%

直近地域

3,080件

2.1%

繁華街等

2,755件

1.9%

遅延

1,691件

1.2%

出場件数

144,259件

応急措置

140件
2%

警戒

125件
2%

その他

2,113件
35%

危険物

2,293件
37%

ガス,750件,12%

火気取扱,294件,5%

毒物劇物

185件 , 3%

電気

106 件,2%

異臭等

142件 , 2%

危険排除

3,770 件
61%

出場件数

6,148件

東京消防庁統計書
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平成21年 前年比
救 急 出 場 件 数 655,631件 2,371件
搬 送 人 員 581,358人 ▲1,724人

１日の平均出場件数 1,796件 11件

５ 消防団の活動状況

東京消防庁が事務を受け持つ特別区内の消防団は、各消防署の管轄区域単位に設置され、地域の住民が主体と
なって組織されています。〔関連：第49表〕
消防団は、火災、水災等に出場し消防隊と連携して活動するほか、花火大会や祭礼等の催し物における災害の未

然防止のため、予防警戒業務も実施し地域に密着した活動をおこなっています。
また、消防団員としての知識・技術の向上のための教育訓練、更に災害に備えて可搬ポンプ積載車等の機械整備

を行っています。

表８ 消防団の現況

図９ 消防団の活動状況（活動回数） 図10 消防団の活動状況（活動人員）

６ 救急活動状況

（１）救急出場状況
救急出場件数は、前年に比べ0.4%増加、搬送人員は0.3%

の減少となっております。〔関連：第52,55表〕
救急隊１隊の一日あたりの平均出場件数は7.8件で、48秒

に１回の割合で救急出場があり、都民19人に１人の割合（管
内人口あたり）で救急要請していることとなります。

表９ 救急出場等の状況

図11 救急出場件数及び搬送人員の推移

団 分団 団員（内女性団員）
58団 439団 15,228人（2,305人）
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水災・その他

406回
0.8%
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67.6%
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88,125人
22.3%

機械整備

26,590人
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火災
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3.0%

水災・その他

1,550人
0.4%
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394,969人
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（２）搬送人員の状況
事故種別をみると「急病」が最も多く、次いで「一般

負傷」、「交通事故」となっており、これらの合計で
事故種別全体の約９割を占めています。
搬送人員を程度別（収容医療機関の医師による初診

時程度別）で示すと表10となります。搬送人員の約９
割は、「軽症」と「中等症」で占められています。
〔関連：55表〕

表10 程度別搬送人員の状況

図12 事故種別搬送人員

図13 過去10年間の程度別搬送人員の状況

平 成 2 1 年 前 年 比
死 亡 4,821人 (0.8%) ▲300人
重 篤 14,507人 (2.5%) ▲96人
重 症 34,406人 (5.9%) 3,653人
中 等 症 198,108人(34.1%) 4,763人
軽 症 329,516人(56.7%) ▲10,344人
合 計 581,358人 (100%) ▲1,724人

急病

367,576人
63.2%

一般負傷

93,134 人
16.0%

交通事故

63,653 人
10.9%

転院搬送

35,764人
6.2%

加害

6,575人
1.1%

運動競技事故

4,821 人
0.8%

自損行為

4,723人
0.8%

労働災害

3,793 人
0.7%

その他

1,319人
0.2%

搬送人員

581,358人

176,583 183,106 190,516 202,245 205,831 207,300 199,529 200,474 193,345 198,108

319,448
338,021

350,973
366,485 371,708

386,340
377,840 372,799

339,860 329,516

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

700,000

平成12年 平成13年 平成14年 平成15年 平成16年 平成17年 平成18年 平成19年 平成20年 平成21年

軽症

中等症

重症

重篤

死亡

540,660

567,451

588,502

616,996 626,231
643,849

626,543 623,012

583,082
581,358

(人)

過去10年間の程度別搬送人員を見ると、図13のとおりとなります。中等症以上の搬送人員はほぼ横
ばいとなっていますが、軽症者は平成17年をピークに平成21年まで4年連続の減少となっています。
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搬送人員を年齢構成別でみると図14となり
ます。65歳以上の高齢者が全搬送人員の約４
割を占めています。
特に70歳以上の高齢者は、全搬送人員の

36.1%を占めています。
また、65歳以上の高齢者について過去10年

の搬送人員及び全搬送人員に占める割合は図
15となり、搬送人員、割合ともに増加してい
ます。
高齢化社会の進行により、今後も高齢者の

搬送人員は更に多くなることが予想されます。
〔関連：55表〕

表11 男女別搬送人員の状況

図14 年齢別搬送人員

搬 送 人 員前 年 比

男 性 309,593人(53.3%) ▲1,730人

女 性 271,765人(46.7%) 6人

合 計 581,358人(100.0%) ▲1,724人

図15 高齢者（65歳以上）の搬送人員と搬送割合の推移

0-2歳
19,148

3.3%

3-5歳
9,698
1.7%

6-14歳
17,997

3.1%
15-19歳
15,204

2.6%

20-29歳
65,584
11.3%

30-39歳
61,692
10.6%

40-49歳
52,933

9.1%
50-59歳
53,279

9.2%

60-64歳
36,257

6.2%

65-69歳
39,522

6.8%

70歳以上

210,044
36.1%

搬送人員

581,358人

(人） (％）

医療従事者

2,685人
23.7%

家族

2,422人
21.4%

第三者（通行人等）

2,068人
18.3%

福祉関係者

889人
7.9%

集客施設等関係者

810人
7.2%

職場・学校関係者

674人
6.0%

友人・近隣者

515人
4.6%

消防職員・消防団員

268人
2.4%

警察官

162人
1.4%

その他公的機関

89人
0.8%

その他

727人
6.4%

応急手当

実施者合計

11,309人

（３）都民等による応急手当の実施状況
応急手当を実施した 都民等は11,309人となっています。その処置内容は、 「心臓マッサージ」

が最も多く、次いで「創傷・止血」 、「観察・測定等」、「保温・冷却」の順となります。
応急手当の実施者別でみると、「医療従事者」が最も多く、次いで「家族」、「第三者（通行人

等）」、 「福祉関係者」 、「集客施設等関係者」の順となります。〔関連：第57表〕

図16 都民等の応急手当実施状況（処置別） 図17 都民等の応急手当実施状況（実施者別）

心臓マッサージ

2,385件
18.2%

創傷・止血

2,176件
16.6%

観察・測定等

1,303件
9.9%

保温・

冷却

1,156件
8.8%

体位管理

1,138件
8.7%

移動

717件
5.5%

人工呼吸

640件
4.9%

往診医等の

医療処置

444件
3.4%

ＡＥＤ装着

349件
2.7%

その他

2,808件
21.4%

都民が実施した

処置の合計

13,116件

174,681 190,551

202,342 219,778
229,528 245,441 241,835

248,797
242,827 249,56632.3 33.6

34.4 35.6 36.7
38.1 38.6

39.9 41.6 42.9
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0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

平成１２年 平成１３年 平成１４年 平成１５年 平成１６年 平成１７年 平成１８年 平成１９年 平成２０年 平成２１年

高齢者の搬送人員（人） 全搬送人員に占める割合(％)

※平成21年4月より1人の傷病者に対して、複数名が都民処置を実施した場合は、4名まで都民処置実施者として計上している。
　平成21年4月より1人の傷病者に対して、複数の都民処置がなされた場合は、処置者1名に付き3つの処置まで都民処置として計上している。
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（４）東京消防庁救急相談センターの受付状況

東京消防庁では、真に救急車を必要とする都民の方々に対して、適切かつ効果的に救急隊が対応できる体制
を構築するため、平成１９年６月１日に東京消防庁救急相談センターの運用を開始しました。

東京消防庁救急相談センター受付状況を取扱いの対応別に示すと表12となります｡〔関連：第62表〕
平成21年中の救急相談件数は平成20年中に比べ18,732件（54.8%）増加しています。

表12 過去3年間の東京消防庁救急相談センター受付状況

平成20年及び平成21年の救急相談の内訳は図18及び図19のとおりです。
発熱（小児）及び発熱の相談件数が平成20年中に比べ、２倍以上に増加しています。

計
医療機関
案内

救急相談
相談前救急
要請 注１

かけ直し
依頼 注２

その他

平成19年※ 155,885 139,685 14,422 287 1,485 6

平成20年 279,084 238,531 34,208 1,085 5,234 26

平成21年 313,908 251,599 52,940 1,262 8,093 14

注１ 「相談前救急要請」とは、利用者の要請や聴取内容等に応じて、救急相談を担当する看護師に電話を接続する前に
救急要請に至った件数を表します。

注２ 「かけ直し依頼」とは、救急相談を担当する看護師が相談対応中のため、新たな相談に対応することができないこ
とから、利用者に対してかけ直すように依頼した件数を表します。

※ 平成19年6月1日（金）9時00分の運用開始から集計したものです。

図18 平成20年中救急相談の内訳（件数） 図19 平成21年中救急相談の内訳（件数）

発熱（小児）

7,606
14%

頭部外傷(小児）

2,817
5% 発熱

2,473
5%

腹痛

2,385
5%

頭痛

2,086
4%

めまい・ふらつき

1,844
4%

異物誤飲

1,721
3%

嘔吐・吐き気

（小児）
1,628

3%
嘔吐・吐き気

1,529
3%

過量服薬

1,141
2%

その他

27,710
52%

救急相談

52,940件

発熱（小児）

3,099
9% 頭部外傷(小児）

1,847
5%

腹痛

1,482
4%

異物誤飲

1,307
4%

頭痛

1,255
4% めまい

1,208
4%

嘔吐・吐き気

（小児）
1,148

3%
発熱

1,013
3%

嘔吐・吐き気

921
3%

口腔内の問題

779
2%

その他

20,149
59%

救急相談

34,208件

東京消防庁統計書



13

７ 消防同意事務処理状況

建築物の火災を予防し、火災から人命や
財産を守るためには、建築物の計画段階か
ら消防機関が、防火に関する規程に基づい
て審査を行い、必要により指導を行うこと
が重要となります。

このため、「消防法」及び「建築基準
法」では、建築主事又は指定確認検査機関
が建築確認を行う場合、防火地域、準防火
地域以外の区域に建築される一部の住宅等
を除き、あらかじめ消防長又は消防署長の
同意を得なければならないことになってい
ます。

消防同意の工事種別は、表13のとおりと
なっており、「新築」及び「増築」で約
99％を占めています。〔関連：第63表〕

なお、過去10年間の消防同意事務処理状
況は、図20のとおりです。

表13 平成21年中の消防同意件数

８ 危険物製造所等の事務処理状況

東京消防庁では、東久留米市及び稲城市を
除く東京都全域（島しょ地域を含む）につい
て消防法で規定される危険物規制事務を実施
しています。
危険物製造所等の事務処理状況の推移は、

図21のとおりです。
平成21年度は、前年度と比べて340件の減

少となっています。平成21年度の事務処理の
内訳は、表14となります。 〔関連:第64表〕
なお、平成22年度からは東久留米市の危険

物規制事務も実施しています。

表14 平成21年度中の危険物製造所等の事務処理件数

図20 消防同意事務処理状況の推移

図21 危険物製造所等の事務処理状況の推移

区 分 事 務 処 理 件 数前 年 度 比

許 可
設 置 325件 ▲12件

変 更 841件 110件

完 成 検 査
設 置 271件 ▲39件

変 更 799件 60件

仮 使 用 承 認 574件 33件

譲 渡 引 渡 届 139件 ▲36件

品 名 、 数 量 の 倍 数 変 更 届 151件 ▲73件

廃 止 届 610件 ▲105件

資 料 提 出 1,501件 ▲278件

合 計 5,211件 ▲340件

（件）

工 事 種 別建 築 同 意 件 数前 年 度 比

新 築 40,890件 ▲2,595件

増 築 1,564件 91件

改 築 31件 ▲35件

移 転 8件 3件

修 繕 4件 ▲8件

模様替 13件 5件

用途変更 434件 90件

そ の 他 107件 ▲11件

合 計 43,051件 ▲2,460件
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９ 防火査察実施状況

防火査察とは、消防対象物又は危険物製造所等
に立ち入り、その位置、構造、設備及び管理の状
況並びに危険物の貯蔵、取扱い状況について検査
及び質問を行い、火災予防上の欠陥事項について
関係者に指摘して是正を促し、是正されない場合
は行政措置の行使（警告、命令等）により、出火
危険や人命危険の排除をはかるものです。
平成21年度中の立入検査実施件数は図22のとお

りです。
〔関連：第65表〕

図22 平成21年度中の立入検査実施状況

特A区分立入検査

69件
0%

A区分立入検査

9,592件
16%

B区分立入検査

42,498件
71%

C区分立入検査

7,599件
13%

立入検査

実施件数

59,758件

１０ 防火防災管理・防災センター要員講習実施状況

消防法令で定める防火対象物の管理権限を有する者は、資格を有する者の中から防火管理者を選任して、防火管理
上必要な業務を行わなければなりません。
また、「火災予防条例」で定める防災センターには、「自衛消防技術認定証」を有し、かつ「防災センター要員講

習（防災センター技術講習及び防災センター実務講習）」を修了した者を置かなければなりません。
過去10年間における防火管理講習の修了者数及び防災センター要員講習受講者数の推移は、図23のとおりです。平

成21年の防火管理講習の修了者数は、52,240人で前年度と比べると23.1%増加しました。
また、防災センター要員講習受講者数は、前年度と比べて41.3%増加しています。〔関連：第70,71表〕

図23 防火防災管理講習修了者数及び防災センター要員講習受講者数の推移

24,554

28,929
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11,971 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

50,000

55,000
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防火管理講習修了者数 防災センター要員講習受講者数

注．防災センター要員講習受講者数は各年度の数値となっています。
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初期消火訓練

529,376人
20.1%

避難訓練

453,869人
17.3%

応急救護訓練

431,001人
16.4%

身体防護訓練

340,749人
13.0%

出火防止訓練

310,293人
11.8%

通報連絡訓練

192,826人
7.3%

救出・救助訓練

76,938人
2.9%

その他の

訓練等

295,417人
11.2%

参加延べ人員

2,630,469人

１１ 防火防災教育訓練実施状況

日常生活における火災等の災害防止と地震時における都民の防災行動力の向上を図るため、自主防災組織や、各町
会・自治会などを中心に防災訓練車や起震車等を活用して出火防止、初期消火、救出・救助、応急救護訓練等を行っ
ています。平成21年度中の防災訓練実施状況は、図22、23のとおりです。訓練対象別にみると「町会・自治会」が最
も多く、「防災市民組織」、「女性防火組織」と続いています。
また、訓練種目では「初期消火訓練」が最も多く、「応急救護訓練」、「避難訓練」と続いています。〔関連：第

74表〕

注 一回の訓練で複数の種目を実施する場合は、それぞ
れの種目に計上しています。

図24 訓練対象別実施状況 図25 訓練種目別実施状況

町会・自治会

670,918人
51.8%

防災市民組織

46,587人
3.6%

女性防火組織

6,542人
0.5%

その他の団体

572,404人
44.2%

参加人員

1,296,451人
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